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府
は
、
２
０
２
５
年
度
ま
で

に
国
と
地
方
を
合
わ
せ
た
プ

ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
（
Ｐ

Ｂ
）
を
黒
字
化
す
る
目
標
を
掲
げ
て
い

る
。
岸
田
文
雄
首
相
は
23
年
11
月
２
日

の
記
者
会
見
で
、
現
在
も
こ
の
目
標
を

変
更
す
る
考
え
は
な
い
と
説
明
し
た
。

　
財
政
健
全
化
に
向
け
て
、
24
年
は
節

目
の
年
と
な
る
。
な
ぜ
な
ら
、
政
府
が

23
年
６
月
に
閣
議
決
定
し
た
「
経
済
財

政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
２
０
２

３
」
に
は
、「
中
期
的
な
経
済
財
政
の
枠

組
み
の
策
定
に
向
け
、
経
済
・
財
政
一

体
改
革
の
進
捗
に
つ
い
て
２
０
２
４
年

度
に
点
検
・
検
証
を
実
施
す
る
」
と
の

記
載
が
あ
る
か
ら
だ
。

　
財
政
健
全
化
の
点
検
と
検
証
は
、
当

初
の
政
府
の
想
定
（
予
測
値
）
と
、
増

税
や
歳
出
の
効
率
化
な
ど
の
結
果
（
実

績
値
）
を
比
較
し
て
検
証
す
る
こ
と
が

重
要
だ
。
そ
の
際
、
Ｐ
Ｂ
や
、
Ｐ
Ｂ
に

債
務
の
利
払
い
費
を
加
え
た
財
政
収
支

（
Ｆ
Ｂ
）
の
デ
ー
タ
が
扱
い
や
す
い
。

　
そ
こ
で
、
内
閣
府
が
毎
年
２
回
公
表

す
る
「
中
長
期
の
経
済
財
政
に
関
す
る

試
算
」（
１
月
版
・
２
月
版
）
の
デ
ー
タ

を
、
12
年
度
以
降
の
予
測
と
実
績
値
で

比
較
し
た
。
す
る
と
、
興
味
深
い
こ
と

が
分
か
っ
た
。

　
一
つ
は
、
Ｐ
Ｂ
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
）
と

Ｆ
Ｂ
（
同
）
の
ど
ち
ら
も
、
19
年
度
以

降
、
予
測
と
実
績
の
乖
離
が
拡
大
し
て

い
る
こ
と
だ
。

　
も
う
一
つ
は
、
Ｐ
Ｂ
（
同
）
赤
字
の

予
測
は
平
均
２
・
９
％
、
Ｆ
Ｂ
（
同
）

赤
字
の
予
測
は
平
均
４
・
３
％
だ
が
、

Ｐ
Ｂ
（
同
）
赤
字
の
実
績
は
平
均
４
・

３
％
、
Ｆ
Ｂ
（
同
）
赤
字
の
実
績
は
平

均
５
・
６
％
も
あ
る
こ
と
だ
。
つ
ま
り
、

Ｐ
Ｂ
赤
字
の
実
績
は
予
測
よ
り
も
対
Ｇ

Ｄ
Ｐ
比
で
１
・
４
％
、
Ｆ
Ｂ
赤
字
は
同

１
・
３
％
も
上
回
っ
て
い
る
。

　
金
融
政
策
に
目
を
向
け
れ
ば
、
日
本

銀
行
の
金
融
政
策
修
正
に
よ
り
長
期
金

利
が
上
昇
し
始
め
て
い
る
。
こ
の
傾
向

が
続
け
ば
、
国
債
の
利
払
い
費
の
増
加

を
通
じ
て
25
年
度
の
Ｐ
Ｂ
黒
字
化
の
ハ

ー
ド
ル
が
増
し
、
政
府
の
債
務
残
高

（
同
）
も
増
加
の
一
途
を
た
ど
る
シ
ナ

リ
オ
が
濃
厚
と
な
る
。

　
現
在
の
と
こ
ろ
、
政
府
、
与
党
は
、

25
年
度
ま
で
の
Ｐ
Ｂ
黒
字
化
の
目
標
を

堅
持
し
て
い
る
。
24
年
度
の
点
検
・
検

証
で
は
、
補
正
予
算
や
減
税
な
ど
の
影

響
を
含
め
、
な
ぜ
予
測
と
実
績
が
乖
離

し
た
の
か
、
そ
の
要
因
に
関
す
る
分
析

を
行
い
、
堅
実
な
財
政
健
全
化
の
プ
ラ

ン
を
作
成
す
る
こ
と
が
望
ま
れ
る
。
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＊内閣府「中長期の経済財政に関する試算」を基に作成。1月版・2月版のデータのう
ち、予測は2012年度から24年度まで、実績値は12年度から23年度までの値を用いた。
ただし、14年度の予測値は13年8月版の値、23年度の実績は23年7月版の値を利用

2012年度から現在までのプライマリーバランス
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